
気候変動対策のための炭素貯留等推進事業 

＜対策のポイント＞ 
 農地土壌による炭素貯留の促進・温室効果ガス排出削減技術について、途上国の能力向上及び普及啓発を実施します。 
 
＜政策目標＞ 
 我が国の技術と経験を活かし、農業分野における気候変動の緩和及びパリ協定の実施に貢献します。 

【平成31年度予算概算決定額 14（－）百万円】 

＜事業の内容＞  ＜事業イメージ＞  

１．課題・背景   
○ パリ協定の下、各国が温室効果ガスの排出削減等に取り組む必要があります。 
○ 気候変動枠組条約の下、土壌炭素・家畜管理等について、具体的な対応策
検討について合意(農業に関するコロニビア共同作業(COP23決定))しました。 
○ 農業生産性の向上と気候変動緩和を両立しうる活動として、農地等の炭素貯
留機能の重要性を認識し、科学的知見や経験の共有を図る国際イニシアティブ
が発足（4/1000イニシアティブ）しました。 

 
２．事業の内容 
○ 国連食糧農業機関(FAO)事務局に専門家を派遣し、気候変動下における持
続的な食料生産の取組や、パリ協定の下での農業分野における気候変動対策
を促進します。 

 
○ 途上国の農地土壌における温室効果ガス排出削減・吸収技術や、その効果の
科学的な算定・評価を実施するための能力向上を図ります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  
 
  
 

＜資金の流れ＞ 

国 
拠出金 

国際連合食糧農業機関
(FAO) 

日本（100％） 

［お問い合わせ先］（１）大臣官房海外投資・協力グループ（０３－３５０２－５９１３） 
（２）大臣官房政策課環境政策室   （０３－６７４４－２０１６） 

 

水田からの温室効果ガス測定 

 
我が国で開発された技術(水田からの温室効
果ガス排出削減技術・土壌のCO2吸収見える
化サイト等)に関するワークショップ等を開催 

国連食糧農業機関(FAO)事務局に専門家を派遣 

気候変動下における持続的な食料生産の取組、パリ協定の下で
の農業分野における気候変動対策等の促進 
 
 水田農業国における農業と気候変動に

関する技術について知見を提供 長期連用試験圃場 

優れた技術の普及啓発 

日本の技術を活用し、気候変動の緩和及びパリ協定の実施に貢献 

FAOでの活動 
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